
山形大学・人文社会科学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１１５０１

基盤研究(C)（一般）

2017～2013

中心市街地における戦略的経済行動分析―持続可能な中心市街地活性化政策の考察―

Analysis of eonomic behaviors in city centers - On sustainable revitalization of
 city centers

４０２１５４３９研究者番号：

是川　晴彦（Korekawa, Haruhiko）

研究期間：

２５３８０２７６

平成 年 月 日現在３０   ６ ２５

円     3,700,000

研究成果の概要（和文）：本研究では，中心市街地が抱える諸課題の発生要因と解決策について理論分析と実態
調査の双方から考察を行った。理論分析では，中心市街地を構成する諸主体の意思決定や戦略的行動に伴う外部
効果の内部化や，公共財の自発的供給について分析結果を得た。あわせて，地方都市における中心市街地の実態
調査を行い，街の核と軸の設定方法，集客の核となる施設の整備方法，意思決定の調整方法，連携のあり方，お
よび少子高齢化社会に向けた公共交通などについて課題やその解決策に関する分析結果を得ることができた。

研究成果の概要（英文）： We consider economic properties of city centers from the point of view of 
economic theory ―　externalities,  strategic behavior,  incentives,  and public goods. We also 
researched the present situations of city centers of provincial cities in Japan. We propose 
important points to consider in the case where we revitalize city centers　―　internalization of 
externalities, consensus-building, public transportation systems.

研究分野： 理論経済学
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  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
本研究は，中心市街地が抱える諸課題の発

生要因とその解決策に関する３つの問題意
識に基づいて進められた。 
 問題意識１：中心市街地が抱える課題の解
決には，中心市街地における地権者や事業者
の経済行動，国や自治体の戦略的な意思決定，
および民間主体の自発的公共財供給を考慮
した理論分析が求められる。 
 問題意識２：中心市街地活性化には持続性，
実現可能性，および環境の変化への対応性が
求められる。 
 問題意識３：これまで研究対象として注目
されなかった集客性の高い資源を持たない
中小都市の中心市街地活性化の取り組みを
考えていく必要がある。 
 
２．研究の目的 
 
(1)中心市街地が個別に意思決定を行う店舗
や施設の集合体として構成されていること
に注目し，国，地方自治体，民間主体，まち
づくり会社などの経済行動の依存関係や外
部効果を考慮した理論分析を行い，多様な経
済状況に応じた中心市街地活性化政策のあ
りかたを考察する。 
(2)地方都市の中心市街地活性化の持続性を
維持するうえで重要な役割を果たすと考え
られる以下の４つの視点に注目して分析を
行う。 
①高齢者が利用しやすい中心市街地の構築
に必要な仕組みの検討 
②中心市街地活性化に取り組む女性の活動
の実態と意義の検討 
③中心市街地における核と軸の設定 
④中心市街地活性化における大学教育の意
義の検討 
 
３．研究の方法 
 
(1)経済理論にもとづく研究では，先行研究
を検討したうえで，中心市街地における各主
体の経済行動や意思決定の分析モデルを構
築し，経済行動や意思決定について，その波
及効果や外部性の問題などについて考察を
進める。 
(2)理論分析を踏まえて，地方都市の中心市
街地の実態調査を行う。あわせて，自治体，
事業主などから聞き取り調査を行う。これら
の調査を通じて，持続可能な中心市街地活性
化に必要な視点や取り組みを解明する。 
 
４．研究成果 
 

(1)理論面からの分析 
 
中心市街地における外部性の問題は，個別

に意思決定を行う事業主や地権者の集合体
として中心市街地が構成されていることか

ら生じる。業種や取扱商品の選択，店先や店
内のアレンジ，販売や接客に対する努力水準
などの意思決定は，当該主体が外生的な諸事
情のもとでの最適化行動として捉えること
ができる。ニーズに合わなくなった業種や取
扱商品が選択された場合，イメージの良くな
い店先になっている場合，そして営業や接客
努力の水準が低い場合には，これらの意思決
定が来街者に負のイメージを与える。よって，
中心市街地全体としての利便性や魅力が低
下するため，来街者が減少する。また，店舗
の存在感を高めるために目立つ外観の店舗
にすること自体は来街者の注目を集め，当該
店舗の売り上げを短期的に増やすことにな
る。しかし，周囲と調和しない外観の店舗に
することによって中心市街地全体の佇まい
や一体感を低下させることになれば，先の例
と同様，中心市街地の魅力を低下させること
になり，中心市街地を構成する多店舗の売り
上げを減少させることにつながる。 
このような外部性の問題の解決を経済学

的に考えると，中心市街地を構成する諸主体
の意思決定に伴う外部効果を内部化する仕
組みの構築が求められる。その一例がタウン
マネジメント機能による個別の意思決定の
コーディネートである。タウンマネージャー
には中心市街地全体の課題を考察する能力
や意思決定を調整する能力が求められる。ま
た，タウンマネージャーにどれだけの権限が
与えられるかが各都市で課題となっている。
しかし，各都市でヒアリングをした結果，タ
ウンマネージャーの活動を通じて個々の事
業主に望ましい意思決定をするインセンテ
ィブが生じることが確認された。消費者の嗜
好の変化，郊外型大型店の出店，通販の充実
などによって，従来型の中心市街地に求めら
れる店舗構成やテナントミックスは変化し
ている。しかし，個々の店舗において，自ら
の代で業種変更や店舗閉鎖を行うことには
抵抗感がある。周囲から店舗経営が悪化した
から人に貸したと言われることを懸念し，他
の業種の経営者に賃貸することを躊躇する
例も少なくない。しかし，タウンマネージャ
ーを通じて他者への賃貸を勧められた場合
には，店舗の所有者はタウンマネージャーの
アドバイスを受けて中心市街地活性化のた
めに賃貸を選択した，すなわち公共性に貢献
したという意識を持つことができる。その結
果，利便性の高いテナントミックスの実現性
が高まる。 
外部効果を内部化するために諸主体の意

思決定をコーディネートする機能は，結合利
潤の最大化モデルに相当する。外部不経済の
出し手はコーディネートに応じることによ
って自らの利益自体は減少する。このため，
増加した全体の利益の一部が何らかの方法
によって外部不経済の出し手に還元されな
ければ，当該主体にはコーディネートに応じ
るインセンティブが生じない。これは複数の
主体間で「連携」を行う場合に生じる問題で



もある。今日，中心市街地活性化以外にも地
方創生などの様々な取り組みにおいて地域
間連携の重要性が指摘されている。しかし，
連携を持続的かつ効果的に進めるためには，
責任の所在，費用負担のあり方，得られた利
益の分配方法について事前に明確化してお
くことが重要である。それらが曖昧にされた
状態で連携を進めると，各主体には費用負担
を逃れて連携のメリットにフリーライドす
るインセンティブが生じる。また，独自のノ
ウハウを有する主体は，ノウハウが他主体に
フリーライドされることを恐れて連携に参
加しないこともありうる。連携に参加するこ
との貢献度，および貢献度に応じた利益の分
配をルール化することが求められる。 
外部効果の出し手が外部効果の問題を認

識し，自発的に全体の利益の最大化を目指す
取り組みも存在する。ある地域の温泉街では
旅館内に設置する浴室を規模の小さなもの
にとどめている。このことによって，宿泊客
は温泉街に出て外風呂を回遊して楽しむと
いう選択をする。客が温泉街を回遊すれば，
温泉街にある遊戯店や物販店の来客も増え，
温泉街を構成する諸主体が利益を享受でき，
温泉街全体が非日常性を体験できる空間と
して機能を維持できるようになる。その結果，
温泉街としての魅力が向上し，観光客の増加
につながる。 
大型店や工場などが撤退した後の跡地利

用として公民館，図書館，貸し教室などの公
共施設を整備する例が多く存在する。この場
合，整備された公共施設は中心市街地の回遊
性の核施設として位置づけられることが少
なくない。公共施設内に物販店や飲食店を設
置する方が当該施設自体の利便性は向上す
る。しかし，施設の利用者は当該施設内で来
街目的が実現してしまうため，中心市街地を
回遊しなくなってしまう。これは施設自体が
利便性を追求するという最適化行動に伴う
外部性の問題として解釈できる。他方，あえ
て公共施設内に飲食スペースを設置せず，周
囲の飲食店等に客を回遊させる取り組みも
行われている。利己的な利益の最大化ではな
く，中心市街地全体の利益の最大化を目指す
意思決定として解釈できる。 
上記の取組みは，利己的な利益の最大化で

はなく，温泉街や中心市街地全体の利益の最
大化を目指す意思決定を行った事例として
解釈できる。ただし，このような取り組みが
実現できた固有の要因を考慮する必要があ
る。温泉街の例では，旅館内の浴室を小規模
にするという自らの利益を減らす行為が，温
泉街を訪れる客の増加を通じて当該旅館の
来客数も増やすという正の効果をもたらす。
温泉街は宿泊目的で来る客が中心であり，店
舗等の構成も旅館などを中心に限定されて
いる。観光客を増やすという外部効果を内部
化する行為が間接的な利益の還元につなが
ることを当該主体が認識しやすい点が特徴
である。これに対して，中心市街地の場合は

多様な業種の店舗から構成されており，かつ，
来街者の目的も多様であり，来街者が増えて
も当該店舗の売り上げ増加に直接結び付く
かどうかが当該店舗の経営者に認識しにく
く，外部効果の内部化を行う行為に対するイ
ンセンティブが低くなってしまうことが問
題である。 
また，公共施設の場合は，施設自体が利潤

を追求するものではないので，中心市街地全
体の利益を考慮した取り組みを選択しやす
い。このため，中心市街地活性化の取り組み
においては，外部効果を内部化する行為や中
心市街地全体の利益を考慮した行為を民間
主体に選択させるインセンティブをどのよ
うに与えるかが理論面から見た課題といる。
近年は来街者数や売上額に関する指標やデ
ータが整備されつつある。これらの指標やデ
ータを用いて，中心市街地全体の利益増加に
貢献する度合いを客観的に評価できれば，貢
献に応じた利益の分配も不可能ではなくな
り，自発的な外部性の問題の解決が期待でき
る。 
 

(2)中心市街地の実態および活性化政策の検
討 
 
 本研究では，地方都市における中心市街地
の実態調査を行った。あわせて，行政機関の
まちづくり担当者や民間のまちづくり担当
者から中心市街地活性化の取り組みや課題
について聞き取り調査を行った。調査を通じ
て，理論面から捉えた一般的・普遍的な要因
と地域固有の要因の双方から，中心市街地に
おける課題を考察するとともに，地理的，経
済的な諸制約ものもとでの中心市街地活性
化政策について検討を行った。以下では，大
型施設の撤退後の跡地利用，核と軸の設定，
回遊性の創出，高齢化への対応などの視点か
ら調査結果や考察結果の一例を示す。 
 
〈草津市〉滋賀県草津市は人口 13 万人の都
市である。人口が増加している都市の中心市
街地活性化であることが特色である。草津駅
周辺には多くのマンションが建設されてお
り，30～40 歳代の人の居住が増えている。マ
ンションは建設後 40～50 年はそのまま存在
する。短期的には，マンション建設で増えた
居住者層にあわせたテナントミックスの中
心市街地を構成することが求められる。他方，
中長期的には，当初の居住者が高齢になって
も住み続けるのか，或いは，住み替えがスム
ーズに行われて若い世代の人たちが継続し
て住み続けるのかによって街づくりの視点
が異なる。これは，中心市街地の居住人口を
増やす政策において生じる一般的な課題で
ある。草津市では，住み替えが行われること
を前提として，若い世代の人たちが継続して
住み続けるために求められる機能の充実に
力点を置いている。 
 街の核と軸の設定では，天井川であった草



津川跡地，および旧中山道の２つの地域資源
を街の軸として回遊性を高め，来街者の滞在
時間を長くすることを目指している。車によ
る点どうしを結ぶ移動から歩いて面的に回
遊する移動への変化を目指して公共交通の
あり方も含めて取り組みを検討している。ま
た，大型店の跡地利用では，分散していた公
的施設を集約し，子育て施設を併設して若世
代の取り込みをはかり，同時に温泉の源泉を
活用して高齢者にも配慮したまちづくりを
目指していることが特徴である。 
 
〈新潟市〉GIS と地方自治体との関係は，阪
神・淡路大震災を契機として，地震被害想定
調査において本格的に活用が図られた。その
後，行政組織内部における情報共有を主たる
目的とした統合型 GIS の整備が進み，都市計
画，公共交通，少子化対策，高齢者福祉など，
萌芽的ではあるが社会的課題解消ための活
用も図られてきており，なかでも，人口減少
社会に対応した社会システム再構築への GIS
活用が期待されている。 
新潟市は上記の取り組みの中でも特に先

進的にGISセンターを新潟大学と共同出立ち
上げ，都市間人口移動による公共交通機関整
備計画と需要予測，地区センターや図書館な
どの公共施設の統廃合計画，将来人口推計に
基づく住宅や土地利用整備計画での予測な
ど，データに基づく都市計画に先進的に取り
組んでいる。特に都市計画における準工業地
域や商業地域，市街化調整区域などの土地利
用規制は自治体の将来の地域活性化にとっ
て重要な政策課題であり，GIS データを積極
的に活用し，住基ネットとの連携を可能にし
た新潟市の事例は着目に値する取り組みで
ある。 
 

〈堺市〉堺市は人口 80 万人を超える大都市
であるが，中心市街地に存在する大型店は 2
店舗のみであり，堺東駅に併設された堺タカ
シマヤ，堺駅に直結する PLATPLAT である。
これらの 2つの核を結ぶ通りと，これと交差
し阪堺線の通る旧紀州街道がメインストリ
ート（軸）となっている。堺東駅と堺駅との
間はシャトルバスにより約8分間隔で結ばれ
ている。中心市街地内外に跨がる旧市街地周
辺地域には，町屋や寺院群による歴史的建造
物のまちなみが残されており，また，刃物や
線香といった伝統産業の事業所も集積して
いる。堺市は旧市街地周辺地域に残された歴
史的建造物などを活かした観光にも力を入
れており，平成 27 年 3 月には「さかい利晶
の杜」をオープンして、市街地観光の拠点と
している。 
中心市街地における大型店撤退後の跡地

利用策として，堺東駅前にあったジョルノビ
ルの再々開発「堺東駅南地区第一種市街地再
開発事業」が挙げられる。再々開発されるジ
ョルノビルは、商業・住宅（333 戸）・駐車場
の機能で構成され、規模は地下 2 階地上 24

階建て延べ 47,750 ㎡、地下 2 階に駐車場，
地下 1 階から地上 3 階までに商業施設，4 階
以上に住宅が配置されるとのことである。 
 

 上記ほのか，大型施設の撤退後の跡地利用
の実態と課題については，岡山県玉野市，愛
知県田原市，広島県三原市などにおいて聞き
取り調査を行った。紙面の関係で，これらの
調査内容は稿を改めて記したい。 
 
(3)中小都市の中心市街地活性化と公共交通
の整備 
 
多くの地方中小都市では，通年観光が可能

な資源が高い密度で存在することはなく，一
方で，居住人口の減少や自治体の財源不足に
直面しており，日常的な買い物が困難になる，
地域コミュニティが崩壊の危機にある，自家
用車を運転しなくなった後の買い物や通院
のための移動手段が確保できない，など喫緊
の課題に直面している。 
規模の小さな都市の場合，旧来の市街地に

大地主がいる，あるいは，商店街の中に民家
が点在しているなどの理由で，地権者の合意
形成が容易ではなく，中核となる商業集積の
構築が困難である。また，商店主が高齢化し，
借金をしてまで新たな取り組みにチャレン
ジするインセンティブはなく，細々とイベン
トを継続させるのが現状である。空き店舗が
生じても店舗が住居を兼ねている店舗構造
であるため，他者への賃貸が難しい。既存の
商業施設を生かしつつ，不足業種の店舗や，
やる気のある事業主が入りやすくなる環境
の構築が求められる。 
岩手県二戸市でのヒアリングにおいて，不

足業種を補うことなどを目的として商店街
で意見調整をすることの難しさが指摘され
た。マネジメントの専門家に依頼したことは
あったが，常駐ではなかったため，権限など
の問題もあり意見調整機能を果たすことが
できなかったという。また，かつての計画で
は実施内容を盛り込みすぎて，空き店舗対策
に力点を置くことができなかったことも明
らかにされた。中小都市の場合，人的資源の
制約がある。取組み内容等を生活者の利便性
の確保を中心に厳選し，身の丈にあった活性
化策を行うことの重要性が確認された。 
規模の小さな都市の場合，今後は，移動手

段の制約を受ける高齢者たちにとっての生
活基盤となる中心市街地の構築と公的な移
動手段の確保の双方が求められる。高齢化社
会に向けた公的な移動手段としてデマンド
交通による移動手段の確保の取り組が各地
で行われている。以下では，地方都市のデマ
ンド交通に関する実態調査の結果を，中心市
街地の在り方と関連付けて述べることにす
る。 
 
〈三重県玉城町〉三重県玉城町で運行されて
いるデマンドバスにはいくつかの特徴があ



る。第一に，社会福祉協議会が運行主体であ
り，運賃が無料である。第二に，完全デマン
ド型でありながら自宅の玄関先ではなく，町
内各地に稠密に設けられたバス停で乗降車
する。年間 2,000～2,350 万円の経費で完全
デマンド型のデマンドバスが運行されるこ
とは，今後，デマンドバスの導入を構想する
自治体にとって良い参考例となるであろう。 
玉城町では、社会福祉協議会が運行主体で

あることを生かし，デマンドバスを通院や買
い物だけでなく，社会福祉協議会が開催する
介護予防事業へ参加する手段としても活用
した。このことによって後期高齢者の医療費
の増加を抑制できるならば，利用料金を無料
にしても導入した価値は十分にあったと考
えられる。 
 
〈長野県木曽町〉長野県木曽町の生活交通シ
ステムの特徴は幹線バスと支線バス（デマン
ドタクシーも含む）を組み合わせたゾーンバ
スシステムであることにある。木曽町の場合
は，デマンドタクシーをあくまでも幹線バス
に乗り継ぐための手段として採用している。
広域合併をした自治体では，合併後の中心市
街地と位置付けられる地域と人口集積地域
とが離れているケースが存在する。この場合
には，小回りのきくデマンドタクシーを人口
集積地域内の運行に限定した方が効率的で
ある。このシステムは，広域合併した地方自
治体における公共交通を維持する方法とし
て有効である。 
 
(4)中心市街地活性化における大学教育の意
義 
 
 持続的な中心市街地活性化の実現には，若
い人たちが中心市街地の抱える課題を認識
し，活性化の取り組みに参加することが要請
される。このため，社会科学における大学教
育が中心市街地活性化に果たす意義の検討
が必要である。ここでは山形県寒河江市の協
力を得た取り組みについて説明する。 
 学業を中心とした生活を送る学生は中心
市街地の意義や実態を知る機会に乏しい。次
世代に向けた中心市街地のあり方を考えて
いくためには，学生時代に中心市街地の現状
や課題を把握したうえで，中心市街地活性化
に対する関心を早い段階から抱いてもらう
ことが，活性化に取り組む人材養成の視点か
ら要請される。この研究では，学生に対して
事前に中心市街地の実態や課題を経済学的
な視点も含めて解説し，そのうえで，地方都
市の中心市街地を視察し，学生自身が課題把
握と活性化策の提示に取り組んでもらうと
いう取り組みを実施した。 
 事前に，外部性や公共財の基本的な考え方
に基づいて中心市街地の特性を説明し，各都
市の中心市街地の事例を紹介した。ミクロ経
済学の基礎を学んでいる学生にとっては，外
部性や公共財の理論が現実問題を分析する

切り口になることを理解する良い機会にな
ったようである。また，経済学的な視点を提
示することにより，感情的・感覚的な視点で
はなく，理論に基づいた分析を行う基礎を与
えることが可能なった。 
 理論的な知識を得たのち，寒河江市の担当
者から事前に寒河江市中心市街地の現状と
課題を説明していただき，その後，寒河江市
の中心市街地を学生自身が視察した。日常的
に街歩きをすることがほとんどない学生に
とって，商店の構成，テナントビルの構造，
街路のつくりかた，個々の店の取組みなどを
知る重要なきっかけとなった。 
 視察後，寒河江市の担当者を交えて，学生
から感想や意見を述べてもらい，後日，学生
にレポートを提出させた。来街者の視点にも
とづく街に必要な施設の検討，学生の出身地
の街と寒河江市市街地との比較，市街地から
離れた集客施設と回遊性持たせる方法，SNS
による情報発信などに関するレポートが作
成された。また，休むスペースや気軽に利用
できる喫茶店が必要であるとの意見も出さ
れた。今回の取組みには，学生に街の実態を
知ってもらうという効果に加え，若い世代の
感覚や考え方を知ることができる効果もあ
り，中心市街地活性化に関する人材育成と情
報収集の双方の利点があることが確認され
た。今後は，学生の出身地の中心市街地の調
査と課題検討を実施させることで，より高い
人材育成効果が得られると考えられる。 
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